
 

 

 

 
 
 
 
 
 

中国が『社会保険法』を採択 

 

「中華人民共和国社会保険法」は中華人民共和国第十一回全国人民代表大会常務委員会第十七回会

議により 2010 年 10 月 28 日に採択され、公布され、2011 年 7 月 1 日より施行されます。 

 

2007 年以前、中国には社会保険に関する具体的な法律がありません。「中華人民共和国社会保険法」

は意見募集草案が 2007 年 12 月に公布され、採択される前に 4 回改正されました。当時の中国「労働

法」は従業員が社会保険を享受する権利があると規定されていましたが、地方政府は政策の解釈及び

実施基準が異なっていました。また、一部の雇用単位は社会保険料を支払わなく、又は支払われるべき

金額より低い社会保険料を支払いました。一部の農民工はそれらの福利厚生を理解しないため、社会

保険料の支払を拒否しました。当該法律は、中国の最初の社会保険制度に関する法律であり、「労働法」

が直面する障害を乗り越え、労働者の権利及び利益を保護する上で非常に重要です。 

 

「社会保険法」は義務付けられている 5 つの基本的な社会保険制度を規定しており、中国の全ての雇用

単位及び従業員に適用されます。 

 

1. 基本養老保険 

 

常勤従業員（都市で働く農村住民及び中国で働く外国人を含む）は基本養老保険に加入しなければ

なりません。雇用単位及び従業員は国の規定により基本養老保険料を分担して納付し、それぞれ賃

金総額の一部を基本養老保険料として納付します。雇用単位は国が規定した当該単位の従業員の

資金総額の割合により基本養老保険料を納付し、基本養老保険統括管理基金に計上する必要があ

ります。従業員は国が規定した本人の賃金の割合により基本養老保険料を納付し、個人口座に計上

する必要があります。 

 

従業員のない個人経営商工業者、雇用単位で基本養老保険に加入していない非全日制従業員、及

びその他の非正規労働者は基本養老保険に加入する場合、国の規定により基本養老保険料を納付

し、基本養老保険統括計画基金及び個人口座にそれぞれ計上する必要があります。 

 

個人は統括管理地域を跨って就業する場合、その基本養老保険関係が本人と共に移転し、納付年

数が累計して計算します。 

 

2. 基本医療保険 

 

従業員は従業員基本医療保険に加入しなければなりません。雇用単位及び従業員は基本医療保険

料を分担して納付します。非全日制従業員及びその他の非正規労働者は、個人的に従業員基本医

療保険に加入することができ、国の規定により基本医療保険料を納付します。 
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個人は統括管理地域を跨って就業する場合、その基本医療保険関係が本人と共に移転し、納付年

数が累計して計算します。 

 

3. 労災保険 

 

従業員は労災保険に加入しなければなりません。従業員は労災保険料を納付しませんが、雇用単

位は社会保険行政部門が制定した保険料率により労災保険料を納付します。 

 

従業員は業務に起因して事故傷害を受け、又は職業病に罹患し、且つ労災認定を行った場合、労災

保険待遇を享受します。そのうち、労働能力鑑定により労働能力の喪失が判断された場合、障害待

遇を享受します。 

 

従業員が以下の事由のいずれかによって業務中に負傷又は死亡した場合は労災と認定されません。 

◆ 故意に罪を犯した場合 

◆ 酒に酔う又は麻薬を吸う場合 

◆ 自傷又は自殺の場合 

◆ 法律、行政法規が規定するその他の場合 

 

労災により生じた以下の費用は、国の規定により雇用単位が支給します。 

◆ 労災の治療期間の賃金及び福利厚生 

◆ 五級、六級の障害従業員が毎月受給する障害手当金 

◆ 労働契約の終了又は解除する際に享受すべき障害者就業一括補助金 

 

従業員が所属している雇用単位が法により労災保険料を納付せず、労災事故が発生した場合、雇

用単位は労災保険待遇を支給します。 

 

4. 失業保険 

 

従業員は失業保険に加入しなければなりません。雇用単位及び従業員は失業保険金を分担して納

付します。失業保険金の基準は、省・自治区・直轄市の人民政府によって確定し、都市住民最低生

活保障基準を下回ってはなりません。 

 

雇用単位は、失業者のために遅滞なく労働関係の終了又は解除した旨の証明書を発行し、且つ労

働関係の終了又は解除した日から 15 日以内に失業者名簿を社会保険取扱期間に報告しなければ

なりません。 

 

個人は統括管理地域を跨って就業する場合、その失業保険関係が本人と共に移転し、納付年数が

累計して計算します。 

 

5. 出産保険 

 

従業員は出産保険に加入しなければなりません。従業員は出産保険料を納付しませんが、雇用単

位は国の規定により出産保険料を納付します。 
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雇用単位が既に産保険料を納付した場合、その従業員は出産保険待遇を享受します。従業員の就

業していない配偶者は、国の規定により出産医療費用待遇を享受します。出産医療費用待遇には出

産医療費用及び出産手当金が含まれます。 

 

6. 雇用単位の義務 

 

雇用単位は、設立日から 30 日以内に営業許可証、登記証書又は単位の印章をもって、現地の社会

保険取扱機関に登記を申請しなければなりません。雇用単位は社会保険登記事項が変更した場合、

変更日から 30 日以内に社会保険取扱機関に社会保険登記の変更を行わなければなりません。 

 

雇用単位は従業員の採用日から 30 日以内に当該従業員のために社会保険取扱機関に社会保険

登記を申請しなければなりません。社会保険登記を行わない場合、社会保険取扱機関はその納付

すべき社会保険料を査定します。 

 

雇用単位は自ら社会保険料を申告し、期間内に満額納付しなければなりません。不可抗力等の法定

事由を除き、延期納付、減免をすることができません。雇用単位は従業員が納付すべき社会保険料

を源泉徴収し、納付し、毎月社会保険料を納付した詳細を従業員本人に通知しなければなりません。 

 

7. 法的責任 

 

雇用単位が社会保険登記を行わない場合、社会保険行政部門は定める期限内に改善するよう雇用

単位に命じます。期限を超過して改善しない場合、雇用単位は納付すべき社会保険料の 1 倍以上 3

倍以下の罰金に処し、その直接責任を負う主管理者及び他の直接責任を負う管理者は 500 元以上

3,000 元以下の罰金に処します。 

 

雇用単位が期間内に社会保険料を満額納付しない場合、社会保険料徴収機関は定める期限内に

納付又は追納するよう雇用単位に命じ、且つ未納の日から 1 日あたり１万分の 5 の滞納金を追徴し

ます。期限を超過して納付しない場合、関連する行政部門は未納金額の 1 倍以上 3 倍以下の罰金を

課します。 

 

雇用単位が期限を超過して社会保険料を満額納付又は追納しない場合、社会保険料徴収機関は銀

行又はその他の金融機関で雇用単位の預金口座を調査することができ、且つ県級以上の関連する

行政部門に対して、社会保険料の振り替えの決定を下し、その口座開設銀行又はその他の金融機

関に社会保険料の振り替えを書面で通知するよう申請することができます。 

 

雇用単位の口座の残額が納付すべき社会保険料を下回る場合、社会保険徴収機関は当該雇用単

位に対して、担保を提供し、納付期間を延長する旨の契約書を締結するよう要することができます。 

 

雇用単位が社会保険料を満額納付せず、かつ担保を提供しない場合、社会保険料徴収機関は人民

法院に納付すべき社会保険料に相当する価値の財産を仮差押え、差押え、競売するよう申請し、競

売による所得を社会保険料に充当することができます。 
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関連資料： 

[中国本土における会社設立サービス] 

https://www.kaizencpa.com/jp/Services/pinfo/id/50.html 

 

もっと詳細な情報や支援をご希望の場合は、下記のお問い合わせをご利用になってください。 

メール：info@kaizencpa.com 

固定電話： +852 2341 1444 

携帯電話： +852 5616 4140、+86 152 1943 4614 

ライン・WhatsApp・Wechat： +852 5616 4140 

公式ウェブサイト：www.kaizencpa.com 

Skype: kaizencpa 
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